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我が国における「国連持続可能な開発のための教育の１０年」実施計画 

 

 

１．序 

２００２年１２月の国連総会において、２００５年から２０１４年までの１０年間を

「国連持続可能な開発のための教育の１０年」とすることが決議されました。(以下、

持続可能な開発のための教育（Education for Sustainable Development）を「ＥＳＤ」

と表記します。） 

これを受けて、政府は、２００５年１２月、「国連持続可能な開発のための教育の１

０年」に係る施策の実施について、関係行政機関相互間の緊密な連携を図り、総合的か

つ効果的な推進を図るため、「国連持続可能な開発のための教育の１０年」関係省庁連

絡会議（以下「連絡会議」）を内閣に設置しました。 

連絡会議では、２００６年３月に各方面から寄せられた意見等にも十分に配慮しつつ

検討を進め、我が国における「国連持続可能な開発のための教育の１０年」に関する実

施計画を定めました。 

その後の世界の状況を見ると、人口が増加する一方で、地球温暖化は進行し、穀物生

産量は伸び悩み、深刻な水のストレス（制約）を受ける人口は増え、生物の多様性は失

われています。また、国内では少子高齢化が進む中で、「格差社会」、「無縁社会」と

いった言葉が広く話題に上っています。持続可能な世界の実現、健康で文化的な生活を

保障し、人と人のつながり、人と自然のつながりを大切にする地域づくり、それらの基

礎となる教育の重要性は、国際的にも、国内的にも一層高まってきています。２００９

年にドイツで開催されたＥＳＤ世界会議で取りまとめられたボン宣言にも、より強力な

政治的コミットメントと断固たる行動が求められている、と記述されました。 

この度、有識者から成る「国連持続可能な開発のための教育の１０年」円卓会議を開

催して意見交換も行いながら２００９年までの前半５年の評価を行い、それを基に実施

計画の改訂を行いました。改訂のポイントは以下のとおりです。 

・前半５年の取組について追記。 

・ＥＳＤの普及促進をさらに加速させ、ＥＳＤの「見える化」、「つながる化」を推進。 

・新しい学習指導要領に基づいたＥＳＤの実践、ＥＳＤの推進拠点としてのユネスコス

クールの活用など、学校教育を活用してＥＳＤを推進。 

・新しい公共の概念との関係を明記。 

・２０１４年の最終年の先も見据えたＥＳＤの更なる促進。 

政府としては、関係省庁が連携してこの改訂した実施計画に掲げられた諸施策を着実

に実施することにより、ＥＳＤの更なる積極的な推進を図り、もって、あらゆる人々が、

質の高い教育の恩恵を享受し、また、持続可能な将来と社会の変革のために求められる

価値観、行動、及びライフスタイルを学び、各主体が持続可能な社会づくりに参加する
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世界を実現することを期するものです。 

 なお、２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災及びそれに起因する原子力発電

所事故、電力不足の状況等は、我が国におけるＥＳＤの実施のあり方にも大きな影響を

及ぼすものです。 

例えば、今次の大震災は、自然災害への万全な備えが、持続可能な発展のために絶対

的な必要条件であることに改めて気づかせ、これまで以上に、自然への理解を深めるこ

と、自然との共生のあり方について真剣に考えることが必要だと思い知らせました。ま

た、東日本大震災及びそれに起因する原子力発電所事故、電力不足の状況等に直面する

ことにより、多くの人がエネルギーの供給と利用のあり方を含む「持続可能な社会」像

を考え直さなければならないと感じています。さらに、我が国は被災地を中心として復

旧にとどまらない、新しい地域づくり、社会づくりを日本全体で構想していくこととな

りますが、「持続可能な社会」はその際の柱となる考え方の一つとなると思われます。 

他方で、現下の状況を見ると、大震災による被害から安心した日常生活を取り戻すの

にも、まだしばらく時間がかかる状況にあります。大震災等の経験を基にした教訓や復

興についての考え方をまとめ、それをＥＳＤ実施計画に反映させるには、もう少し時間

を要します。 

このため、大震災や原子力発電所事故等の経験を基にした教訓や復興についての考え

方をＥＳＤの推進にどう生かしていくかについては、被災地の安定等を待って改めて議

論し、それを踏まえて再度実施計画を改訂することとします。 

 

 

２．基本的考え方 

（１）経緯 

ＥＳＤは、教育及び持続可能な開発に関するそれぞれの世界的な取組に由来していま

す。教育については、１９４８年の世界人権宣言において「すべて人は、教育を受ける

権利を有する」とされ、１９９０年の「万人のための教育世界宣言」以降、初等教育の

普遍化、教育の場における男女格差の是正、識字率の改善などを目標とした「万人のた

めの教育」（Education for All(ＥＦＡ)）の実現に向け世界的に取り組まれています。 

一方、持続可能な開発については、１９８７年、ブルントラント・ノルウェー首相（当

時）を委員長とする「環境と開発に関する世界委員会」が公表した報告書「われら共有

の未来（Our Common Future）」の中心的な考え方として、「将来の世代のニーズを満た

しつつ、現在の世代のニーズも満足させるような開発」という「持続可能な開発」の概

念が取り上げられました。その後、１９９２年に開催された国連環境開発会議（地球サ

ミット）においては、持続可能な開発についての国際的な取組に関する行動計画である

「アジェンダ２１」が採択され、この「アジェンダ２１」の第３６章「教育、人々の認

識、訓練の推進」の中で持続可能な開発のための教育の重要性とその取組の指針が盛り
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込まれました。 

このような教育と持続可能な開発に関する取組が世界的に行われる中で、ＥＳＤの概

念についての議論が深められ、国連持続可能な開発委員会において国連教育科学文化機

関（以下「ユネスコ」）が中心となり、持続可能な開発のための教育のあり方について

検討が進められました。 

 ２００２年に開催された持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サ

ミット）の実施計画（以下「持続可能な開発に関する世界首脳会議実施計画」）を交渉

する過程で、我が国は、国内のＮＰＯから提言を受け、「持続可能な開発のための教育

の１０年」（以下「ＥＳＤの１０年」）を提案し、各国政府や国際機関の賛同を得て持続

可能な開発に関する世界首脳会議実施計画に盛り込まれることとなりました。このこと

を踏まえ、我が国より、２００２年の第５７回国連総会に、２００５年からの１０年間

をＥＳＤの１０年とする旨の決議案を提出し、満場一致で採択されました。我が国は、

２００３年の第５８回国連総会、２００４年の第５９回国連総会においてもＥＳＤの１

０年を推進するための決議案を提出し、それぞれ採択されました。これらの国連決議に

基づき、ＥＳＤの１０年の推進機関として指名されたユネスコにより国際実施計画が策

定され、２００５年９月に承認されました。 

２００８年には我が国でＥＳＤ国際フォーラムが開催されました。ＥＳＤの１０年の

中間年である２００９年には、ドイツ（ボン）においてＥＳＤ世界会議が開催され、「ボ

ン宣言」が取りまとめられました。「ボン宣言」ではＥＳＤの意義、これまでの進捗状

況に言及するとともに、政策レベル、実践レベルでの行動の呼びかけ、ユネスコへの要

請について言及されました。２０１０年の国連総会では、ユネスコから前半５年間の取

組報告がなされています。 

 ２０１４年にはユネスコと我が国の共催により、我が国で「国連ＥＳＤの１０年」最

終年会合（以下、「最終年会合」）が開催されます。 

 

（２）持続可能な開発のための教育とは 

（イ）持続可能な開発、持続可能な開発のための教育 

持続可能な開発とは、将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、現在の

世代のニーズを満たすような社会づくりのことを意味しています。このため、すべて

の人が健康で文化的な生活を営むための取組が必要であり、貧困を克服し、保健衛生

を確保し、質の高い教育を確保することなどが必須です。これらの取組は、性別、人

種等により差別されず、公平に向上するよう取り組まなければなりません。また、こ

れらの取組を資源の有限性、環境容量の制約、自然の回復力などを意識した節度ある

ものとし、将来世代へと持続する社会づくりとしなければなりません。さらに、戦争

や紛争は、難民を生み、環境を破壊するため、平和への取組が必要です。 

以上を踏まえると、世代間の公平、地域間の公平、男女間の平等、社会的寛容、貧
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困削減、環境の保全と回復、天然資源の保全、公正で平和な社会などが持続可能性の

基礎となっており、環境の保全、経済の開発、社会の発展（以下を含め、「社会」を

文化の面も含めた広い意味で使います。）を調和の下に進めていくことが持続可能な

開発です。 

このような持続可能な開発は、私たち一人ひとりが、日常生活や経済活動の場で、

意識し、行動しなければ実現しません。まず、私たち一人ひとりが、世界の人々や将

来世代、また環境との関係性の中で生きていることを認識し、行動を変革することが

必要であり、そのための教育がＥＳＤです。そして、このためには、すべての人に対

して識字教育を確保し、質の高い基礎教育を確保することが前提となります。 

なお、持続可能な開発の「開発」（development）については、「発展」、「社会の構

築」などと言われることもありますが、この実施計画においては、いずれも同じ主旨

として捉えた上で、「開発」という言葉を使うこととします。また、持続可能な開発

のための教育の「教育」については、学校等の公的教育のみならず社会教育、文化活

動、企業内研修、地域活動などあらゆる教育や学びの場を含みます。 

 ※日本ユネスコ国内委員会では、ＥＳＤの趣旨を適切に表現するとともに、教育現場

への普及を図るために、ＥＳＤを「持続可能な発展のための教育」と訳し、「持続発

展教育」と略称することを提言しています。 

 

（ロ）ＥＳＤの目標 

ＥＳＤの目標は、すべての人が質の高い教育の恩恵を享受し、また、持続可能な開

発のために求められる原則、価値観及び行動が、あらゆる教育や学びの場に取り込ま

れ、環境、経済、社会の面において持続可能な将来が実現できるような行動の変革を

もたらすことであり、その結果として持続可能な社会への変革を実現することです。 

 

（ハ）取り組むべき分野 

取り組むべき分野は、それぞれの国の状況や事情により異なってきます。開発途上

国では、引き続き貧困撲滅が最優先課題であり、持続的成長、個々人の生活水準と福

祉の向上（保健衛生、基礎教育、人権、難民問題等への取組）及び人間の安全保障の

実現等が緊急の課題です。また、こうした諸問題の解決の大きな背景をなす、文化等

への理解、国内や地域の平和と安全の確保、ガバナンス等の改善も必要です。先進国

においては、環境保全、人権や平和等の社会的な課題、貧困等の経済的課題について、

グローバルな視野を持ちつつ取り組んでいくことが必要です。これらの中でも優先的

な課題として、資源の過剰利用の抑制や環境保全等が挙げられます。ユネスコが策定

したＥＳＤの１０年後半戦略にもあるとおり、気候変動や生物多様性などの分野に焦

点化を図ることもＥＳＤの普及に当たり有効と考えられます。また、世界の社会経済

は、生産・消費等を通じて相互に結びついており、各地域や国、関係機関がお互いの
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課題について理解し、協調して取り組むことが必要です。 

 

（３）我が国の実施計画 

（イ）我が国の実施計画の位置づけ、内容 

ＥＳＤは、我が国の提案により、世界的に取り組まれることとなったため、政府は、

この実施計画に基づき国内外における施策を推進し、国内及び世界の取組をリードし

ていきます。また、各地域で各主体が連携して、適切な役割を担うことができるよう

実施の指針を明らかにするとともに、各主体に期待する事項を示します。 

具体的には、政府は、この実施計画の３．ＥＳＤ実施の指針に示す内容に基づき施

策を推進します。また、多様な主体による取組についても、この指針に基づいて行わ

れるよう周知していきます。具体的な施策については、４．ＥＳＤの推進方策におい

て、政府が自ら主体として実施する措置を示すとともに、各主体が連携して適切な役

割分担の下に進めていけるよう各主体に期待する役割を明らかにし、その上で、各主

体の取組を促進・支援するための施策を示します。さらに、国際協力の進め方につい

て示し、世界においてリーダーシップを発揮するための具体的な取組を示します。 

 

（ロ）最終年までの目標 

ＥＳＤの積極的な推進により、一人ひとりが、世界の状況や将来の世代と、現在の

社会や自分との関係を見つめ、自らが生きる社会を持続可能な社会とすべく、その社

会づくりに参画するようになることを目指します。 

特に現在、我が国では、農村部の過疎化や里山の荒廃、商店街の衰退、さらには「格

差社会」や「無縁社会」といった諸問題が深刻化しており、これまでの生活様式や社

会・経済活動を見直さなければならなくなっています。これらの様々な問題を解決す

るためには、社会を構成する個々人が、人と人、人と社会、人と自然とのつながりを

大切にしながら、各地域において、環境保全や健康福祉、地域活性化・まちづくり、

途上国に貢献する活動などのＥＳＤ活動が実践されることで、これらの活動に参画し

ながらつながりを取り戻しつつ、持続可能な社会を築く力を育み、個々人がいわば「未

来を築く担い手」となることを目指します。 

また、教育機関、ＮＰＯ（以下も含め、公益法人等、非営利でかつ公益を目的とす

る組織を含む広義のＮＰＯを意味します。）、事業者、行政等が、それぞれの活動に、

持続可能な社会づくりのための行動を織り込むことを目指します。 

さらに、各地域において様々な主体が連携しつつ、地域の文化、産業、自然、歴史

等を踏まえた、持続可能な地域づくりを行うことを目指します。 

これらの各主体による取組を促進するため、ＥＳＤ活動の「見える化」、「つながる

化」を推進していきます。現在、国内の各地域において、様々な主体が連携しながら、

里山を保全・活性化する取組や、環境を軸としたまちづくり活動などを実践していま
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す。そこで、こうした取組・活動の中から、ＥＳＤの理念に合致するものを掘り起こ

し、ＥＳＤ活動の一つとして捉え直すとともに、社会的にあまり認知されていないＥ

ＳＤ活動を多くの人の目に触れるよう発信する「見える化」を図ります。これにより、

各地域における持続可能な地域づくり活動への人々の直接的・間接的な参画を促進し

ます。 

また、活動実践者同士を連携させるとともに、実践者と支援者を橋渡しする「ＥＳ

Ｄのネットワーク」を形成し、「つながる化」を図ります。これにより、活動の中で

生じる課題や悩みなどの共有・解消をも促進します。加えて、地域ごとの活動活性化

のみならず社会全体へのＥＳＤの普及促進及び活性化に努めるとともに、持続可能な

地域づくりの担い手育成につなげていきます。さらには、こうした「見える化」、「つ

ながる化」によって、世界に誇れる我が国のＥＳＤの優良事例の蓄積を図ります。 

これらの取組を通じて、日本社会が持続可能な社会に近づき、また各主体が、世界

の中の一員として、地域、国、国際レベルで行動し、必要な役割を担うようになるこ

とを目指します。 

２０１４年に我が国で開催される最終年会合では、我が国の取組を世界に向けて発

信すると同時に、２０１４年以降も、国連等の枠組の下で行われるＥＳＤの理念と合

致する取組も視野に入れた形でＥＳＤが世界中で継続的かつ自発的に取り組まれる

ものとなるよう、「ＥＳＤの１０年」の先を見据えた更なるＥＳＤ推進のためのメッ

セージを我が国から世界に向けて発信することが重要です。そのために、「新しい公

共」の概念にもあるように、国民、企業などの事業体、そして政府が協働することに

よってＥＳＤを我が国全体で盛り上げていかなければなりません。 

 

（ハ）我が国におけるＥＳＤ 

  世代間の公平、地域間の公平、男女間の平等、社会的寛容、貧困削減、環境の保全

と回復、天然資源の保全、公正で平和な社会など、ＥＳＤにおいて取り組むべき課題

は多岐にわたります。ＥＳＤで目指すべきは、個々人が、単にこれらについての知識

を網羅的に得ることだけではなく、「地球的視野で考え、様々な課題を自らの問題と

して捉え、身近なところから取り組み（think globally, act locally）、持続可能な

社会づくりの担い手となる」よう個々人を育成し、意識と行動を変革することです。 

そのためには、人格の発達や、自律心、判断力、責任感などの人間性を育むという

観点、個々人が他人との関係性、社会との関係性、自然環境との関係性の中で生きて

おり、「関わり」、「つながり」を尊重できる個人を育むという観点の２つの観点が必

要です。このような視点を踏まえた上で、公共に主体的に関わり、持続可能な社会づ

くりに参画する個人を育むことを目指します。それは、未来の社会を描き、その実現

に向けた取組を実行できる人づくりということも言えます。 

  そして、このような個々人の取組がつながり合うことにより、持続可能な地域づく
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り、国づくり、世界づくりとして発展することが可能となります。そのためには、個

人が参画する地域づくりを社会の仕組みとしても確立していく必要があります。 

  ＥＳＤの概念は新しいものですが、その取組すべてが新しいというものではありま

せん。学校では、各教科や総合的な学習の時間等を通じて「生きる力」を育むこと、

地域活動では「市民参画のまちづくり」などとして取り組まれています。これらをＥ

ＳＤの観点から捉え直すことによってもＥＳＤの実践が可能となります。 

  ２００８年３月（幼稚園教育要領及び小学校・中学校学習指導要領）、２００９年

３月（高等学校学習指導要領）に公示された新しい学習指導要領等には、持続可能な

社会の構築の観点が盛り込まれています。教育基本法とこの新しい学習指導要領等に

基づいた教育を実施することにより、ＥＳＤの考え方に沿った教育を行うことができ

ます。 

また、経済・社会・文化・生活など、様々な分野における多様な担い手が対等・平

等に意見交換し、政府だけでは解決できない諸課題を「協働の力」で解決するための

道筋を見出していく会議体として、２００９年３月に「社会的責任に関する円卓会議」

が設立されました。円卓会議は、２０１０年５月に「私たちの社会的責任」宣言を発

表しましたが、その中では「私たちは、今、子育て支援などの身近な問題から地域コ

ミュニティーの充実促進や地域経済の再生、雇用の確保、社会的格差の是正、そして、

より大きな地球温暖化の防止など、様々な課題に直面しています。これらはいずれも、

政府主導ではもちろん、それぞれの担い手の単独の取り組みでも、問題解決に必ずし

も十分な成果を上げることができないものばかりです。関係するすべての担い手が、

ともに支えあい、適材適所で役割分担を担って参画することが我が国の発展には不可

欠です。また、こうした取り組みが、ムダなコストを生むことなく、課題を解決する

本当の力、広い意味での『社会の資本』を形成し、将来世代にも責任の持てる持続可

能な経済社会の創造に寄与すると考えます。」と述べ、「私たちは、本円卓会議を通

じ、それぞれの組織の社会的責任を果たしながら、安全・安心で持続可能な経済社会

を実現していきます。」と宣言しています。 

円卓会議の下には「人を育む基盤の整備ワーキンググループ」が設けられ、持続可

能な社会の実現を支える主体を育むための基盤を整備していくための課題について

検討が行われています。 

さらに、「新しい公共」推進会議では、官だけでなく、市民、NPO、企業などが積

極的に公共的な財・サービスの提供主体となり、身近な分野において、共助の精神で

活動する「新しい公共」の推進について、多様な担い手が集って検討が行われていま

す。 

このように、現代社会の諸課題を解決するためには、政府だけでなく多様な主体の

行動が必要であり、それらの取組がつながっていくこと、担い手を育む教育を充実さ

せていくことが重要であるとの認識が広がってきています。 
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 （ニ）我が国が優先的に取り組むべき課題 

環境、経済、社会面の多岐にわたる課題の中で、我が国を含む先進国に何よりもま

ず求められるのは、社会経済システムに環境配慮を織り込んでいくことです。具体的に

は、大量生産・大量消費・大量廃棄に基礎を置く生活スタイルや産業構造を転換し持

続可能な消費・生産パターンを定着させることや生物多様性を確保することなどです。

また、人権や文化等に対する配慮を織り込んでいくことも大切です。 

しかしながら、個々人の暮らしや地域の課題は、環境、経済、社会がそれぞれ縦割

りで存在するものではないことから、総合的、重層的なものであるはずです。環境の

保全から始めた取組も、人権や福祉等の課題の解決等への発展につながっていくよう

取り組むことが望まれます。例えば、地域の自然資源の活用を促進する取組により、

地域経済の向上と環境保全が図られるだけでなく、この取組に地域の多様な主体が参

加することにより、地域コミュニティの関係性が向上し、地域で顔の見える関係が構

築される結果、地域福祉の向上にもつながります。 

一方、国際的な視点からは、世界規模で持続可能な開発を図る上で不可欠な開発途

上国の直面する諸問題に対する理解の強化と開発途上国の諸主体との連携及び協力

の強化によるミレニアム開発目標の達成や初等教育の完全普及や教育における男女

の平等などを目指す万人のための教育（ＥＦＡ）の達成が、先進国として求められる

点です。 

  先進国における消費・生産活動を始めとする社会経済活動と、開発途上国における

持続可能な開発に関わる貧困等の諸問題は、相互に密接につながっており、これらに

ついても統合的に扱っていくことが重要です。 

このため、政府としては、我が国のＥＳＤについて、先進国が取り組むべき環境保

全を中心とした課題を入り口として、環境、経済、社会の統合的な発展について取り

組みつつ、開発途上国を含む世界規模の持続可能な開発につながる諸課題を視野に入

れた取組を進めていくこととします。 

また、我が国の提案に基づき２０１０年に国連で決議された「国連生物多様性の１

０年」に係る取組と連携を図ることも重要です。 

これらの取組を促進するために、モデルプロジェクトの実施や、ＥＳＤの取組の「見

える化」、「つながる化」を推進して、ネットワークの構築を図るとともに、ＥＳＤの

国内の優良事例を蓄積し、国際社会に積極的に発信していきます。「新しい公共」の

概念にもあるように、国民、企業などの事業体、そして政府が協働することによって

我が国全体にＥＳＤの考えや実践が十分に浸透するよう取り組んでいくこととしま

す。 
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３．ＥＳＤ実施の指針 

（１）地域づくりへと発展する取組 

ＥＳＤの取組においては、学習者が多様な課題を実感し、自らの問題として捉え、解

決に向け実践することが必要です。そのため、教育を受ける個人に近い地域において、

地域の特性に応じた実施方法を開発し、発展させることが重要です。ＥＳＤの実践を通

じて、各地域の特性に応じた取組方法が明らかになってきます。 

各地域では、地域特性に応じた教育や各種の地域課題を解決するための活動等が実践

されています。また、地域教育力の再生のための取組も、各地で始められています。さ

らに、地域の伝統的な文化を大切にしたり、地域の知恵や経験に学ぶような取組も、地

域の関係性を保ち、向上させるものとして有効です。 

これらの活動について、ＥＳＤの取組として捉え直すと、既に多くの活動がＥＳＤの

観点を踏まえて実践されているものがあり、また、必要な見直しを行うことにより、Ｅ

ＳＤの取組として捉えることが可能となります。これらの既存の活動において、将来世

代や国内外の他の地域とのつながりを大切にするなどのＥＳＤの原則や価値観を重視

し、持続可能な地域づくりへの取組へと発展するようにすることが大切です。 

地域づくりへの参画は、大人ばかりではなく、子どもの参画という視点も大切です。

子どもの参画を進めることにより、大人の参画も促され、活動の現場が活性化するとい

う面もあります。 

また、これらの取組の中で、高齢者、障害者、外国人等の社会参画に障壁がある人た

ちへの配慮も必要となります。 

 

（２）教育の場、実施主体 

ＥＳＤは、政府や地方公共団体だけが実施するものではなく、個々人の意識に影響を

与えるあらゆる場で実施されることが重要です。 

このため、幼稚園、小学校、中学校、高校、大学等の学校教育の場、公民館や博物館

等の社会教育の場、さらには職業訓練校等のような公的機関にとどまらず、地域コミュ

ニティ、ＮＰＯ、事業者、マスメディアなど、あらゆる主体が実施主体となることが重

要です。 

特に学校教育にＥＳＤを浸透させることは重要です。児童生徒の学習の成果や、その

実践、発信等を通じて、学校教育から家庭、地域、行政や企業など、全国へＥＳＤを浸

透させることが可能になります。 

学校教育の場においては、ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を実現するため、

平和や国際的な連携を実践する学校であるユネスコスクールをＥＳＤの推進拠点とし

て位置づけ、その加盟校増加を促進するとともに、ユネスコスクール間のネットワーク

の強化、活動の充実を図り、地域に根ざした優良事例の開発やその成果を世界に向けて

発信します。 
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（３）教育の内容 

環境教育や開発教育を始め平和、人権等のＥＳＤの対象となる課題について、学校で

は、既に生活科、社会科、理科、技術・家庭科等の各教科や道徳、総合的な学習の時間

等において取り扱われており、また、社会教育施設や地域活動等においても、扱われて

きました。また、学校、社会教育施設、ＮＰＯ活動、企業内研修等において、環境教育、

国際理解、人権教育、消費者教育、キャリア教育、食育等を実施している指導者は、す

でに各分野の教育の技能を有しています。 

 しかしながら、ＥＳＤでは、これら個別の取組のみではなく、様々な分野をつなげて

総合的に扱っていくことが必要です。そのためには、各分野を専門領域とする者が互い

に学び合い、各分野を理解し、連携を図ることも大切です。 

幼稚園及び小中高等学校においては、各教科や総合的な学習の時間等学校教育活動全

体を通じて、ＥＳＤに関して学習することが重要になります。こうした考え方を受け、

２００８年３月の幼稚園教育要領及び小学校・中学校学習指導要領、２００９年３月の

高校の学習指導要領には、持続可能な社会の構築の観点が盛り込まれました。 

特に総合的な学習の時間では、各教科等で学んだことをいかして、自ら調べたり、考

えをまとめ発表したりするなど、ＥＳＤに関する学習を一層深めることが可能です。こ

のような学習を通じて、地域づくりに参画する態度を育成することが大切です。 

さらに、社会教育や地域活動においても、個別の課題のみならず他の分野とつなげ、

関わり合うことにより、ＥＳＤへと発展させることが可能となります。すなわち、ＥＳ

Ｄにおいては、様々な課題の取組をベースにしつつ、個別の分野にとどまらず、環境、

経済、社会の各側面から学際的かつ総合的に扱うことが重要です。 

ユネスコスクールでは学校教育だけでなく、社会教育や地域活動とも連携してＥＳＤ

を実践していきます。 

我が国では少子高齢化に伴う人口減少時代、すなわち、労働力減少時代に突入してい

ます。そのような中、多くの外国人が我が国に入国しています。我が国の社会の活性化

を維持する上で、こうした外国人の社会への参画が必要となっており、このための日本

語教育も必要です。 

 

（４）学び方・教え方 

 学び方・教え方については、「関心の喚起→理解の深化→参加する態度や問題解決能

力の育成」を通じて「具体的な行動」を促すという一連の流れの中に位置づけることが

大切です。これらの過程では、単に知識の伝達にとどまらず体験、体感を重視して、探

求や実践を重視する参加型アプローチとすることが大切です。また、活動の場で学習者

の自発的な行動を上手に引き出す「ファシリテート」の働きを重視することも大切です。

これらのアプローチを通じて、学習者の参加する態度や問題解決能力を育み、参加する
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機会の提供にも努めることが必要です。 

このような学び方、教え方を実践するためには、参加体験型の学習方法や合意形成の

手法を活用することが効果的です。高校や大学等の中等教育、高等教育においては、仕

事や活動の現場で、必要な知識や技能を習得させるオンザジョブ・トレーニング

（on-the-job training） により、具体的な実践を通じて学ぶという方法も効果的です。 

教育や学習の現場では、学ぶ側の意見を取り込みつつ、進めることが大切です。教育

や学習の対象者すべてに一斉に同じ方法をとるのではなく、可能な限り一対一の対話を

重視して行うよう努めることが大切です。 

 

（５）育みたい力 

 ＥＳＤにおいては、問題や現象の背景の理解、多面的かつ総合的なものの見方を重視

した体系的な思考力（システムズ シンキング（systems thinking））を育むこと、批

判力を重視した代替案の思考力（クリティカル シンキング（critical thinking））を

育むこと、データや情報を分析する能力、コミュニケーション能力、リーダーシップの

向上を重視することが大切です。 

また、人間の尊重、多様性の尊重、非排他性、機会均等、環境の尊重といった持続可

能な開発に関する価値観を培うことも重要です。 

このような技能や価値観を培い、市民として参加する態度や技能を育むことが大切で

す。なお、小中高等学校の総合的な学習の時間は、体験を通じて学校等で学んだ知識の

定着、思考力、判断力、表現力、問題解決能力の育成、調べ方やまとめ方、発表の仕方

などを身につけさせることを目指して行われており、ＥＳＤにおいて重視すべき点と重

なるため、その充実が必要です。 

 

（６）多様な主体の連携、協働 

国全体としてＥＳＤを推進する際に、各主体の自発的な取組を連携させることが重要

であり、同分野内、異分野間、地域間、中央と地方の間の連携と国際的な連携の強化が

必要です。この際、異なる主体間をつなぐコーディネート能力、多様な主体のそれぞれ

の特徴と地域の資源や状況を踏まえて活動や組織を構築するプロデュース能力を持つ

人材や組織が必要となります。 

各地域においては、大学や教育委員会その他の教育関係組織、社会福祉協議会や地域

のＮＰＯ等が、教育現場と地域の人材や施設、活動の場をつなげることが期待されます。

地域には、ボランティアセンター、ＮＰＯの支援センター、公民館等の教育や地域活動

の支援組織があり、これらの組織において、コーディネートやプロデュースする機能を

担うことが期待されます。学校教育においては、教員がコーディネート能力やファシリ

テーション技能を持つようになることも必要です。また、これらの能力向上の研修が、

教育研修機関や教員養成機関などのカリキュラムに組み込まれることも期待されます。 
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（７）評価 

ＥＳＤの取組を広め、効果的なものとさせるため、ＥＳＤを実践する主体は、企画し、

実践し、様々なステークホルダーの意見を伺いながら評価し、それを次の活動の改善に

いかすという過程を重視して行うことが大切です。 

 また、ＥＳＤの概念をより分かりやすく提示するためにも、ＥＳＤを評価するための

チェックリストを作成し、これを指針としてＥＳＤの取組を進めることなども有効です。 

 

 

４．ＥＳＤの推進方策 

政府は、関連する施策に持続可能な開発及びＥＳＤを可能な限り織り込むとともに、

ＥＳＤがあらゆる場所で多様な主体により取り組まれることとなるよう、下記について

実施又は促進することにより、国内実施をリードする役割を担います。これらの実施及

び促進のため、具体的には、別表に掲げる施策を実施します（別表については、毎年見

直します。）。別表の具体的施策については、各個別の施策のみでＥＳＤの目的が達成さ

れるものではなく、各主体の活動において別表の各施策を活用し、ＥＳＤへと発展させ

ることが期待されます。 

 

（１） ＥＳＤの１０年後半における重点的取組事項 

 ２０１４年までのＥＳＤの１０年の後半では、我が国において、より一層ＥＳＤが認

知され、ＥＳＤに取り組むための推進体制が確保されるよう、特に以下の取組を推進し

ます。政府としては、関係省庁が実施計画に掲げられたＥＳＤに関する諸施策を着実に

推進するほか、「国連持続可能な開発のための１０年」関係省庁連絡会議や有識者から

成る円卓会議等を随時開催します。これらを通じ、実施計画の取組状況の検証、関係省

庁や多様な主体による意見交換及び必要な政策調整を行い、関係省庁がより一層緊密に

連携して、総合的かつ効果的にＥＳＤを推進します。 

 

（イ）普及啓発 

ＥＳＤは、教育現場を始め地域活動の場等においても、ほとんど認知されていませ

ん。ＥＳＤは、概念整理が引き続き進められていますが、２．基本的考え方（３）（ハ）

で説明したように、個々人の意識と行動の変革を促し、それを具体的な持続可能な社

会づくりへと発展させる取組です。ＥＳＤは全く新しい取組ではなく、既存の教育を

発展させることにより実践が可能です。ＥＳＤについて、さらにわかりやすい説明を

工夫し、あらゆる教育関係者や地域活動の実践者への理解が広まるように普及啓発を

推進します。また、政府の取組のみでは、あらゆる現場へＥＳＤが広がることは不十

分であることから、普及啓発については、マスコミや経済団体を含めた多様な主体と
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の連携を一層進めます。 

また、ＥＳＤの理念や取組が分かりにくいとの指摘がある一方、実はＥＳＤの理念

に合致していながら、いまだＥＳＤの一つとして認知されていない活動が既に国内各

地で行われています。こういった隠れたＥＳＤ活動を掘り起こし、改めてＥＳＤの一

つとして捉え直すため、これらの活動を登録するデータベースを、関係省庁、関係団

体の協力の下に構築し、ウェブサイトを用いて発信します。これにより、活動の「見

える化」、ひいては「つながる化」を図り、ＥＳＤをより身近なものとして実感できる

ようにするとともに、人々の活動への直接的・間接的な参画を促進します。 

 

（ロ）教育機関における取組 

ＥＳＤの１０年における後半でも、教育機関の役割は、特に重要です。２００８年

７月に策定された教育振興基本計画にもあるとおり、地球規模での持続可能な社会の

構築は、我が国の教育の在り方にとっても重要な理念の１つです。２００８年３月（幼

稚園教育要領及び小学校・中学校学習指導要領）、２００９年３月（高等学校学習指導

要領）に公示された新しい学習指導要領等に基づいたＥＳＤの実践、ＥＳＤの推進拠点

としてのユネスコスクールの活用など、教育機関を活用することにより、国民全体へのＥ

ＳＤの普及、推進を図ります。ＥＳＤの視点を取り入れた教育関係者への研修の機会を

増大し、学校、社会教育施設、教育委員会など教育機関への一層のＥＳＤの浸透を図

ります。 

ユネスコスクールについては、ＥＳＤの推進拠点として位置づけ、加盟校増加、ユ

ネスコスクール間のネットワークの強化、活動の充実を図り、地域に根ざした優良事

例の開発やその成果を世界に向けて発信し、世界各国におけるＥＳＤの普及、推進と

連携の強化に寄与します。 

大学や大学院に対しては、各分野の専門家を育てる過程で、ＥＳＤに関連した教育

を取り入れる取組を促進します。また、世界や我が国が持続可能な社会を構築するた

めの調査研究を実施する機関としての役割、各地域における主要な取組主体の一つと

しての役割等を果たすことができるよう取組を支援します。さらに、持続可能な社会

に向けて社会経済システムを変革するリーダーを育成するために、産学官民連携によ

り、高等教育機関におけるプログラムの開発・導入等を支援します。 

これらの取組に当たっては、インターネット放送など最新の情報通信技術（ＩＣＴ）

を活用することや、他方で国内外の現場での体験を通じて学習や研究をし、単位を得

られるような仕組みを取り入れることも効果的です。 

 

（ハ）地域における実践 

地域における実際の取組経験の共有を通じて、現場レベルでの連携・協力が進むと

ともに、他の地域にも同様な取組が広がります。例えば、国連大学においては、その
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ような地域における連携・協力を促進するための仕組みとして、地域の拠点づくりを

提唱・推進しています。また、そのような地域特性に応じた様々な取組の中から新し

い発想の地域づくりが始まり、持続可能な地域が形成されることが期待されます。 

このため、ＥＳＤの推進については、地域に立脚した取組を重視し、地域における先

進的な取組に対する支援を行います。 

その一つとして、２．基本的考え方（３）（ロ）で前述したように、ＥＳＤの「見

える化」、「つながる化」を図ります。これにより、地域ごとの活動活性化のみならず、

社会全体へのＥＳＤの普及促進及び活性化に努めるとともに、持続可能な地域づくり

の担い手育成につなげていきます。 

 

 

（２）国内における具体的な推進方策 

（イ）ビジョン構築、意見交換 

持続可能な開発に関連する様々な基本方針や計画に、持続可能な開発の観点が位置

づけられることにより、様々な場で持続可能な開発に関連した教育や実践活動が促進

されることが期待されます。環境基本計画、食料・農業・農村基本計画、森林・林業

基本計画、エネルギー基本計画、社会資本整備重点計画、消費者基本計画等の関係す

る各種の計画等には、持続可能な開発の観点が盛り込まれています。今後、新たに策

定される関連する計画等についても、可能な限り持続可能な開発の観点を盛り込むよ

う努めます。さらに、持続可能な開発に関する各種の計画等の内容を踏まえた持続可

能な社会の姿を国民の衆知も集めながら検討し、国民にわかりやすく伝えるよう努め

ます。 

また、連絡会議の下に、学識経験者、教育関係者、ＮＰＯ、企業等の関係者など、

多様な主体から成る円卓会議を随時開催し、ＥＳＤの推進方策について幅広く意見交

換を行います。 

 

（ロ）協議による政策決定、関係者の主体性の促進 

政策決定において、あらゆる主体から幅広く意見を聴き、それを反映させることは、

その政策をより質が高く、信頼されるものとするのに有効です。さらに、関係するあ

らゆる主体への情報提供により、各主体が持続可能な開発に対して自ら学び、考えを

持つようになります。このため、持続可能な開発に係る政策については、可能な限り

早い段階からの市民参加プロセスを始動させます。全ての市民が政策についての情報

を得やすくするため、持続可能な開発に係る実践、調査や研究等については、可能な

限りホームページ等に掲載して、アクセス性を向上させます。 

 

（ハ）パートナーシップとネットワークの構築・運営 
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この実施計画に掲げられたＥＳＤに係る諸施策については、連絡会議を随時開催し、

関係省庁が緊密に連携して着実に実施します。 

また、学校、社会教育施設、ＮＰＯ、事業者、行政等とのパートナーシップにより、

ＥＳＤを様々な教育現場や地域活動の現場等に広めることが可能となります。このた

め、関係省庁は、様々な主体とのパートナーシップやネットワークの構築に留意しつ

つ、ＥＳＤに係る施策を実施します。 

地域におけるＥＳＤのコーディネートやプロデュースの手法について実践的に検

討します。 

また、地域においてコーディネーター、プロデューサーやファシリテーターの役割

を担いうる人材を育成します。さらに、人づくりのみならず、地域においてコーディ

ネート等を推進するための仕組みを検討し、地域における組織づくりについても進め

ます。具体的には、地域におけるボランティアセンター、ＮＰＯの支援センター、社

会教育施設等の拠点施設、あるいはＮＰＯ、事業者等の主体がＥＳＤのコーディネー

トやプロデュースの機能を担うための方策について検討します。その際には、地域に

おける人材、場や機会、自然等を学校の教育へ活用するための手法についても検討し

ます。 

加えて、２．基本的考え方（３）（ロ）で前述したように、ＥＳＤの「見える化」

を行うことにより、取組の中で培われたコーディネートやプロデュースの手法の共有

を促進するとともに、「ＥＳＤのネットワーク」の形成を促す「つながる化」を図り

ます。例えば、地方ブロックや全国レベルにおいて、ＥＳＤ活動の実践者や支援者等

が集い、取組事例や課題等を互いに学び合い、連携のきっかけを作るための場の形成

を促進します。 

 

（ニ）能力開発、人材育成 

  政府で行われている様々な研修においてＥＳＤに関する講座の充実に努めます。 

学校教員の資質の向上のため、都道府県教育委員会等の指導主事等を対象に、研修

を行い、受講した指導主事等がこれらの内容を踏まえた研修等を各地で行えるように

します。この研修においては、ＥＳＤの概念や指針についても取り扱うとともに、指

導計画の作成、外部人材の活用の在り方等について研修を行うよう努めます。 

また、地域で活動しているリーダーに対し、ＥＳＤについて普及啓発し、ＥＳＤを

実践できる指導者の確保に努めるとともに、ＥＳＤの実践を指導できる指導者情報等

の提供を進めます。さらに、地域で環境等に関する活動を実践しているリーダーと教

員が一緒に受講できる研修等を実施し、この中でもＥＳＤに関する内容を取り上げる

よう努めます。 

企業内研修において、従業員が持続可能な開発に即した事業に関する研修を行うこ

とが大切です。このため、企業内研修プログラム等事業者に対して参考となる情報の
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提供に努めます。 

なお、大学の教職課程において、ＥＳＤに関する内容を積極的に取り上げるととも

に、実践的な指導方法が教授されるよう促します。 

  以上のような取組を推進し、持続可能な社会づくりの担い手となる人材育成に努め

ます。また、育成された人材が活用されるよう教育現場を始め各方面への情報提供に

努めます。さらに、こうした人材が活用される際には、必要な謝金等が支払われるよ

う、ＥＳＤを進める能力を活かすことが経済に組み込まれるよう努めます。 

  さらに、人材のみならずＮＰＯ等の地域の主体の組織力の向上についても支援しま

す。 

 

（ホ）調査研究、プログラム開発 

ＥＳＤに関する調査研究を奨励します。また、新しい取組の実践や事例発表等を行

います。これらの取組を通じて、既存のプログラムや教育の発展を促進するとともに、

多くの教育者・指導者がＥＳＤについて理解し、実践できるように努めます。 

ＥＳＤのプログラムは、地域の実情に応じて地域に根ざしたものとすることが適切

です。このため、地域の特性を踏まえた持続可能な地域づくりに関する調査研究を奨

励し、モデル的な地域におけるプログラム開発等について支援します。その際、調査

研究結果を地域の教育カリキュラムへ反映・活用することについても検討します。ま

た、ＥＳＤの効果についてのデータ収集等に努めます。 

 

（ヘ）情報通信技術（ＩＣＴ）の活用 

ＩＣＴは、エネルギーや資源を節約しつつ、多くの人々に情報を発信でき、また、

多くの地点における観測データ等の集約、処理及び分析にも便利であるため、その効

果的な活用を推進します。 

また、インターネットは、調べ学習の活用や、ＥＳＤの資源や教材についての情報

提供を行いやすいことから、ＥＳＤに係る情報を積極的に発信します。 

 

（３）各主体に期待される取組 

 ＥＳＤは、多様な主体が、それぞれの立場で取り組むことが重要です。各主体は以下

のような取組や役割が期待されます。政府は、これらを促進するよう努めます。 

 

（イ）個人、家庭 

  ２０１４年までの１０年間の取組において、最も大きな目標は、個々人の意識と行

動の変革です。そのためには、最も身近である日常生活における取組から始めること

が重要です。近年、ＬＯＨＡＳ（Lifestyles Of Health And Sustainability）のよ

うに持続可能性の概念を包含したライフスタイルの提案や、フェアトレード商品のよ
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うな持続可能性、公平性等の環境、経済、社会の観点を包含した商品の販売が広がり

つつあり、これらの考え方を日常生活にいかした取組をますます広げることが大切で

す。また、生産と消費が同等に重視されるような社会づくり、政策づくりが求められ

ます。さらに、日常生活の中で、人と自然のつながりを意識しながら、生物多様性の

保全に寄与していくことも重要です。 

これらを踏まえて、以下のような取組や役割が期待されます。 

・ 「スローライフ」や「ＬＯＨＡＳ」の考え方が広まり日々の暮らしの中にいかさ

れること。 

・ グリーン購入やフェアトレード商品の購入に心がけること、カーボンフットプリ

ント等の環境負荷表示を商品購入時の参考にすることや省エネ型の暮らしの実践、

森林・木材資源の循環的利用などライフスタイルを転換すること。住居の新改築、

改修の機会には、環境性能の向上や周囲の自然環境との調和に努めること。 

・ 環境、経済、社会の全体に視野を広げ、生産と消費の関係や生物多様性等の横断

的な観点を踏まえながら、消費者のライフスタイルの転換を促すような教育を推

進すること。 

・ 家庭、学校、保育所、地域等社会の様々な分野において国民運動として食育を推

進し、健全な食生活を実践すること。 

・ 各家庭において、自ら考えて行動する子どもの育成、他との関係性の中で、人、

もの、環境を大切にする心、国内外の各地域との関係性について伝え合うこと。 

・ 環境保全活動、社会福祉活動、国際交流活動、その他の地域の諸課題に関する活

動などに参画すること、様々な政策決定過程に積極的に参画することにより、持

続可能でよりよい地域づくり・社会づくりに参画すること。 

 

（ロ）学校、教育委員会 

幼稚園から大学まで、教育活動の全体を通じて、発達段階に応じてＥＳＤに関する 

教育を実施することが期待されます。既に「生きる力」として取り組まれている教育

活動は、ＥＳＤの取組と大きく重なります。ＥＳＤで重視している価値観については、

例えば、環境や人権に関する文章を読み読解力を向上させる中で、同時にそれらの課

題について知的理解を深めることが可能です。このように社会的課題を取り上げたり、

体験活動を行うことにより、学ぶ側の意欲が向上することが期待されます。さらに、

ＥＳＤでは総合的な学習の時間を効果的に利用することが重要です。例えば、教科横

断的な教育活動を総合的な学習の時間で効果的につなぎ合わせることにより、「知の

総合化」を実践することが可能になります。 

ＥＳＤの実践に当たって、学校全体の運営の中でＥＳＤを位置づけるには、これま

でのカリキュラムや教育内容をＥＳＤの視点で捉え直して再構築することが考えら

れます。また、総合的な取組であるＥＳＤは、地域と連携するなど、外部の人材、場
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や機会等を有効に活用することにより、教職員に過度の負担を強いることなく質の高

い教育を実践することも可能となります。これらを踏まえ、具体的には以下のような

取組や役割が期待されます。 

・ 小中高等学校においては、各教科や総合的な学習の時間、さらには生徒会活動や

クラブ活動といった課外活動等における学校の教育活動全体を通じて進めること。

さらに、学校評議会の活用、ＰＴＡ活動等学校経営の中で総合的な取組を進める

こと。 

・ 異なる学年や小中高等学校等の間の連携、地域社会等との連携にも配慮し、総合

的な取組とするよう配慮すること。 

・ 自然体験、農山漁村などにおける体験活動、職業体験その他多様な体験活動を促

進すること。 

・ 学習や生活の場としての学校施設を環境に配慮したものとすること。また、整備

された学校施設を教育に活用すること。 

・ 大学等の高等教育機関においては、各大学の特性に応じ持続可能な開発のための

教育及び研究を行うこと。また、ＥＳＤの優れた教材やカリキュラムの開発に努

めるとともに、それらの成果を教育の場で活用すること。高等教育機関の専門性

をいかした地域社会との連携、大学間の連携による取組についても推進すること。 

・ 地域や世界の持続可能な開発に関心を持つ学生・生徒がＥＳＤへの理解をさらに深め、

具体的な活動へとつなげていけるよう、学内のボランティアセンターなど、学生の自

主的な活動を支援する組織を活用して、情報提供や研修事業などの支援策を講じるこ

と。 

・ 教育委員会等の教育関連部局においては、ＥＳＤの視点を取り入れた各種研修会

の開催、参加促進、ＥＳＤやユネスコスクールの担当窓口の設置など、教育現場

へのＥＳＤの浸透を図ります。 

 

（ハ）地域コミュニティ 

地域コミュニティでは、地域の自然や文化等の特性を踏まえた里地・里山の保全・

活性化、公害が発生した地域の再生などの活動が行われています。地域に立脚した取

組の推進のためには、地域を構成している各種の地域コミュニティの役割はとても重

要になってきます。地域における諸活動においてＥＳＤの視点を取り込み、老若男女

様々な主体の参加を通じて、以下のような取組や役割が期待されます。 

・ 子育て、まちづくり活動、お祭り、遊び場、スポーツクラブ、地域課題に対処す

るための活動など様々な活動を有効に活用すること。また、これらの取組におい

て、教育機関、ＮＰＯ、事業者等と連携すること。 

・ 地域教育力の向上を踏まえ、子ども達が自由に遊び多様な活動を実践できる遊び

場、学びの場などをつくること。 
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・ 学校教育において外部の力を活用することによる、質の高い教育の実践を支援す

ること。 

 

（ニ）ＮＰＯ 

自発的に、共通の課題に対する意識を持った者が集まり、活動を行っているＮＰＯ

は、ＥＳＤの実施主体として最も期待される主体の一つです。ＮＰＯは、不特定かつ

多数の者の利益、公益の増進が活動目的です。持続可能な開発は、ある特定の者にと

っての利益の増進ではなく、社会全体が、環境、経済、社会の面から発展することで

す。そのため、持続可能な社会づくりは、ＮＰＯ活動と合致しており、既にＥＳＤの

観点から活動を行っている団体が数多くあります。また、今の活動をＥＳＤの観点で

捉え直すことにより、比較的容易にＥＳＤの活動を実践できる可能性も高いと言えま

す。具体的には以下のような取組や役割が期待されます。 

・ 環境保全、福祉の増進、まちづくり、食育など各ＮＰＯが持つ個別のテーマのみ

ならず、異分野と関わり合いながら活動を行うこと。政策提言活動、普及啓発活

動、体験活動等の活動の中にＥＳＤを取り入れ、持続可能な社会づくりを意識し

た活動を行うこと。 

・ 各活動のテーマの専門性をいかしつつ、ＥＳＤに係る活動において、指導者とし

ての役割を担うこと。 

・ 多様な主体が連携した取組が促進されるよう、各地域においてプロデューサーや

コーディネーターの役割を担い、学校教育、社会教育、企業内教育、地域活動等

が連携したＥＳＤの取組を広げること。 

・ ＥＳＤの指導者、コーディネーター、プロデューサーやファシリテーターの育成

を行うこと。 

・ ＥＳＤの推進手法について、実践例を踏まえて研究・調査し、普及すること。 

 

（ホ）事業者、業界団体 

私たちが直面している地球温暖化問題、廃棄物・リサイクル問題、化学物質管理、

公害対策など様々な環境問題を克服し、持続可能な開発を実現していくためには、環

境と経済が統合的に向上する社会の構築に向けた取組が必要です。また、男女間の平

等、従業員への配慮、障害者雇用、外国の工場等における児童労働の問題など事業活

動における社会的側面の配慮が広がっています。これらは、企業の社会的責任の観点

から、環境、経済、社会の三つの要素を基盤とした事業活動を展開するものですが、

近年、社会からの期待が高まっており、これに対応した、事業者の自発的な取組が広

がっています。 

持続可能な開発を意識した事業活動の実現のためには、関連する多くの主体におけ

る一人ひとりのＥＳＤに関する意識の向上が重要です。事業者や業界団体は、製品、
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サービスや情報の提供、消費者や取引先、従業員、地域とのつながり、国際的な展開

など、多様なネットワークによりＥＳＤにおいても大きな役割が期待されます。 

これらを踏まえ、事業者や業界団体には、以下のような取組や役割が期待されます。 

・ 環境、経済、社会の三つの要素を基盤として、国内外において持続可能な開発に

合致し、さらには、それを強化する形や内容の事業活動を行うこと。 

・ カーボンフットプリント等の環境負荷表示により情報を提供すること。 

・ 企業内教育にＥＳＤを取り入れること。 

・ 事業者・団体が持つ様々なネットワークを通じて、ＥＳＤのノウハウの拡大を図

ること。 

・ 学校、社会教育施設、ＮＰＯ、地方公共団体など多様な主体と連携し、地域活動

等に協力すること。 

・ 専門性をいかして、学校教育、社会教育、地域活動等へ人材を提供すること。ま

た、教育現場で活用できるＥＳＤに関するプログラム開発を行うこと。さらに、

土地や施設を提供しＥＳＤに活用すること。 

 

 （ヘ）農林漁業者、関係団体 

  農林漁業者等は、「（ホ）事業者、業界団体」に包含されますが、事業の現場が地

域に根づいていること、事業活動が地域の自然環境の維持管理のために大きな役割を

有していること、食という人間が生存する上で基本的な部分を扱っていることなどか

ら、特に以下のような役割や取組が期待されます。 

・ 生活体験、自然体験、職業体験など多面的な側面を重視した農山漁村における体

験活動の場や機会を提供すること。 

・ 事業活動そのものが、地域の自然環境の維持管理、地域経済や産業の振興など持

続可能な地域づくりに資することを踏まえ、学校、ＮＰＯ、行政等多様な主体と

の協働の中で、地域づくりの担い手の一つとして大きな役割を担うこと。 

 

（ト）マスメディア 

マスメディアは、容易に知ることが難しい外国の暮らしや自然の状況を広く知らし

めることや、先進的な取組を他の地域に紹介することなどＥＳＤに関する情報を広く

伝えることが可能です。また、テレビやインターネット等の映像は、人の意識を変え

たり、理解を促進するために効果的です。そのため、具体的には以下のような取組や

役割が期待されます。 

・ 新聞、テレビ、ラジオ等を活用し、地球規模の話題から地域に密着した話題まで、

ＥＳＤに関する情報提供を継続的に行うこと。全国の推進事例の紹介や各地域で

の具体的な活動への参加情報等を提供すること。 

・ イベントの開催、支援等により、ＥＳＤの普及の機会を提供すること。 
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（チ）教員養成・研修機関 

教員がＥＳＤに関する知識や技能を有していることにより、幼児、児童生徒への効

果的なＥＳＤが可能となるため、教員養成・研修機関には以下のような取組や役割が

期待されます。 

・ 大学の教育学部等の教職課程において、ＥＳＤについて積極的に取り上げるとと

もに、実践的な指導方法を教授すること。 

・ ＥＳＤに係る教員の指導力の向上、授業の改善や充実のための研修を行うこと。

この際、指導計画の作成、外部との連携手法、探求性や実践性を重視した教授法

等についても取り上げること。 

 

（リ）公民館、図書館、青少年教育施設等の社会教育施設、ボランティアセンター、

消費者センター、女性センター等の公的な拠点施設 

公民館は、地域の多様な主体が集まり、教育を通じた様々な交流の場ともなってい

ます。また、地域の拠点としての性格も有しています。図書館については、関連する

図書の貸し出しのみならず、地域の自然や文化に関する資料の蓄積があり、ＥＳＤの

取組の中で、有効に活用していくべきものです。また、各地域にある青少年教育施設

では、持続可能な社会づくりに、責任ある行動をもって参加できる青少年の育成を推

進することが期待されます。 

また、ボランティアセンター、消費者センター、女性センター等の公的な拠点施設

についても、ＥＳＤを実践するための場とすることができます。 

これらの施設には、以下のような取組や役割が期待されます。 

・ ＥＳＤの場や機会を提供すること。 

・ 地域におけるＥＳＤの拠点の役割を担うこと。様々な主体をつなぎ、コーディネ

ーターやプロデューサーの役割を担うこと。 

・ ＥＳＤについて指導やコーディネート、プロデュースできる者の育成を行うこと。 

 

（ヌ）地方公共団体 

地方公共団体は、地域の諸課題を地域の多様な主体とともに解決する役割を有して

おり、地域におけるＥＳＤの推進について大きな影響力を持っています。このため具

体的には、以下のような取組や役割が期待されます。なお、これらの取組においては、

住民、小中高等学校、地元大学、地元事業者等の参加の下に行うことが期待されます。 

・ この実施計画の内容を踏まえて、地域の総合計画を始めとする各種の計画に持続

可能な開発の考え方を織り込むこと。また、ローカルアジェンダを新たに策定又

は改定して、持続可能な地域づくりに取り組むこと。これらの中にＥＳＤに関す

る実施計画についても位置づけること。 
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・ 市民の参画を促進させつつ地域づくりを実践すること。さらに市民が、持続可能

な開発に関連する施策や地域づくりについて判断を行えるように積極的に情報提

供を行うこと。 

・ 地域の様々な主体に対してＥＳＤの機会の提供をすること。また、地域に根ざし

たプログラム策定を促進すること。 

・ ＥＳＤに関する施策の実施に際しては、教育委員会等の教育関連部局、企画部局、

市民部局、環境部局、都市部局、農林水産部局、公営企業等が連携して取り組む

こと。 

・ 地域内の多様なＥＳＤの取組について情報を発信し、地域内の関係者の連携やネ

ットワーク化を進めること。その際、既にＥＳＤの活動を行っている団体、ＥＳ

Ｄの価値観や原則に基づいた活動を行っている団体をいかした取組を行うこと。 

・ 地域の中で教育関連機関、ＮＰＯ、事業者等をつなぐコーディネーターの役割、

地域の諸活動や地域の諸課題との関連性の中で、様々な主体を巻き込んで活動や

事業を構築するプロデューサーの役割を担うこと。 

・ 地域間の連携を促進すること。地方公共団体でつくる研究会や情報交換の場にお

いて、先進事例を共有すること。 

 

（４）国際協力の推進 

 我が国の提案によりＥＳＤが世界レベルで取り組まれることになった経緯を踏まえ、

国際社会においてＥＳＤの取組が推進されるよう積極的に貢献します。国際社会は貧困

や飢餓の撲滅を目指すＭＤＧsや初等教育の完全普及や教育における男女の平等を目指

すＥＦＡを共通の目標として、これらの地球規模課題の解決を目指しているところです。

これら地球規模課題の解決に取組む人材の育成ために、国際社会に広くＥＳＤを普及さ

せることが重要です。各国の貧困を始めとした諸課題が解決され、平和で持続的な国際

社会が構築されることは、我が国の安全の確保や発展にも資するものです。このため、

我が国は、従来より、人間の安全保障及び持続可能な開発の考え方に沿ってＯＤＡを実

施してきたところですが、教育を持続可能な開発の達成に重要な役割を果たすものとし

て位置づけ、関係省庁を始め多様なステークホルダーと連携し、ＥＳＤの普及促進を始

めとして、教育分野の支援を強化し、先進国の一員として積極的な国際協力を推進しま

す。 

 

（イ）国連関連機関等との連携･協力 

 ユネスコ、国連開発計画（ＵＮＤＰ）、国連環境計画（ＵＮＥＰ）、国連大学等にお

いて、ＥＳＤに関する取組が行われています。例えば、国連大学では、ＥＳＤに係る

地域における連携・協力を促進するための仕組みとして、地域の拠点（ＲＣＥ）づく

りを提唱・推進しており、現在、国内６拠点を含む世界８５拠点をＲＣＥとして認定
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しています。我が国としても、これらの国連関連機関への拠出金などを通じ、ＥＳＤ

の地域拠点づくり、高等教育機関のネットワーク形成、セミナーの実施、調査・研究、

教育プログラムの作成、専門家育成などのＥＳＤ関連事業の実施を支援します。また、

国連総会やユネスコ総会においてＥＳＤの１０年の推進に貢献します。 

 

（ロ）アジア地域を中心とした地域レベルの協力の推進 

日ＡＳＥＡＮ協力、ＡＳＥＡＮ＋３、東アジア首脳会議（ＥＡＳ）、アジア協力対

話（ＡＣＤ）、日中韓三カ国環境大臣会合（ＴＥＭＭ）等の枠組みを活用し、対話や

ワークショップの実施など、地域レベルの協力を推進することにより、教育プログラ

ムの作成や各国のＥＳＤ実施計画の策定に協力します。 

また、アジア地域でのＥＳＤの普及促進、取組事例の共有のため、モデルプロジェ

クトを実施します。 

 

（ハ）開発途上国における人づくり等への支援 

ＥＳＤに資するプロジェクトの実施、専門家等の派遣、国内外の研修等を通じ、開

発途上国において持続可能な開発を担う人材の育成に貢献します。また、国内におい

て、開発途上国への支援を担う人材育成に努めます。その他のＯＤＡ事業についても

持続可能な開発の考え方に沿って実施しており、今後も引き続き実施します。 

 

（ニ）各主体との連携、民間団体の取組の支援 

  国際協力については、ＮＰＯ、事業者等の民間団体の役割が大きくなってきていま

す。このため、政府の国際協力については、民間団体と緊密に連携して進めます。特

に、現地の事情に精通した民間団体等との連携を図りながら、現地のニーズを十分に

把握し、効果的な実施に努めます。 

また、民間団体による取組の推進のため、民間団体に対する既存の支援策を引き続

き活用するとともに、支援策の充実及び強化を図ります。さらに、地方公共団体につ

いても、海外の姉妹都市などと、日頃から情報交換等に努めており、このようなチャ

ンネルを活用したＥＳＤについての発信や相互の国際協力を推進するための支援を

行います。 

 

（ホ）国民の国際理解の増進 

 個々人の国際理解の増進が、国際協力を推進する上で必須になることを踏まえ、国

際理解教育等を推進し、地球的視野を持つ人づくりに努めます。 

 

（ヘ）国際社会への情報発信 

  我が国の国際協力の取組について、国際会議や地域レベルの会議等を活用し、国際
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社会に積極的に発信していきます。 

  また、２０１４年までに我が国のＥＳＤの取組を集大成し、我が国において開催さ

れる最終年会合において、それを目に見える成果として発信します。 

 

 

５．評価と見直し 

（１）評価 

 ＥＳＤの取組が広がり、各主体の意識や行動が変化し、我が国や世界が持続可能な社

会に近づいていることについて、評価していく必要があります。この際、ＥＳＤを実施

した結果の効果について、どのように評価していくのか検討する必要があり、評価方法

については、教育学や社会学等の研究状況やユネスコにおける評価に関する検討の内容

などを踏まえ検討します。この評価については、幅広い関係者の参加により進めます。 

 

（２） 最終年会合までの目標と最終年会合以降の継続性 

２００６年以降、毎年政府の取組状況について点検します。２０１０年には、この結

果を踏まえた見直しを行いました。２０１０年以降は本実施計画に基づき、取組を強化

していくとともに、最終年会合以降の我が国の取組について検討を行います。 

 

（３）最終年における評価 

２０１４年には、ＥＳＤの１０年の最終年を迎えますが、この「ＥＳＤの１０年」を

契機として、その後もＥＳＤの活動に継続して取り組むことが重要です。ＥＳＤの提唱

国として我が国の取組を引き続き、国際社会に発信していくことが必要です。２０１４

年末には、我が国でのＥＳＤの１０年全体の評価と、以後の検討を行い、２０１５年以

降も引き続きＥＳＤの推進に取り組んでいきます。 


